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1.はじめに 

 

財団法人消防科学総合センターでは、平成23年

3 月 11 日(金)14 時 46 分頃発生した東北地方太平

洋沖地震で津波の被害を受けた海岸付近の消防庁

舎及び周辺の被災状況を把握するため、現地調査

を行いました。 

 

 

2.調査方法等 

 

(1)実施日 

平成 23 年 4 月 11 日(月)～22 日(金) 

(2)調査対象 

東北地方太平洋沖地震により、津波被害を受け

た岩手県及び宮城県の市町村を管轄する全ての消

防本部(表 1「消防本部名」欄参照) 

(3)調査方法 

当センターの職員が現地を訪れ、下記項目につ

いて情報収集を行った。 

ア.消防庁舎の状況、 

イ.被災による移転の場合、仮設庁舎の状況、 

ウ.消防活動の様子、 

エ.周辺の被害状況 

オ.その他、特筆すべき事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.調査結果の概要 

 

庁舎の被災状況は、表 1 のとおりであった。47

署所について現地調査を行い、既存施設で使用中

のものは 33 署所、現状の署所位置で機能維持が

不可能なものは 14 署所であった。 

なお、表 1 の「状況」欄中、事前調査とは、航

空写真、被災状況地図等により津波被害がないと

判断された署所であり、使用中とは、継続して使

用されているもので、被害がないが又は補修によ

り使用可能となっている署所である。 

なお、「石巻地区広域行政事務組合消防本部女川

消防署牡鹿出張所」については、石巻市の海岸付

近にありながら、行程の都合で未調査となってい

る。 
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4.消防機能継続のための対応状況 

 

被災した消防庁舎については、応急処置、仮庁

舎の設置など、次の方法により機能維持を図って

いた。 

(1)庁舎が被災し、応急対応により機能維持 

津波により被災した既存の庁舎に応急処置を行

い機能維持を図った。 



- 50 - 
消防科学と情報 

例えば、被災を免れた空間、消防団他本部借上

げの車両、受令は車載無線や携帯無線など、状況

により様々な活用が見られる。 

(2)公的機関の庁舎(消防署を含む。)の一部に機能

を移転 

所属する消防本部を他の消防施設へ移転する場

合と、消防とは関係のない他の公共施設へ移転す

る場合が見られる。 

(3)仮設施設での機能維持 

近隣にプレハブ等仮設施設を設置し、そこを仮

庁舎として機能維持を図った。この場合、関係機

関との連携、消防の早期復旧を念頭に、他機関と

同じ場所に移転している。 

(4)被災庁舎は休止し、隣接署所でカバー 

被災した庁舎の周辺の被害が広範囲に渡ってお

り、普段の消防需要ない場合、被災庁舎は一旦機

能を休止し、隣接する署所の消防力により対処す

ることで機能維持を図った。 

 

 

5.現地写真 

 

(1)被災した消防庁舎 

現状位置での機能維持が不可能であった庁舎の

様子(一部)を写真 1～3 に示す。 

 

 
(2)庁舎の一部を利用しての機能維持 
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(3)仮庁舎での運用の様子 

仮庁舎の様子(一部)を写真 5、6 に示す。 

 

 

6.調査により得られた課題等 

 

現地での聞き取り調査などから、次の項目が消

防署所整備及び運用時の課題として挙げられる。 

 

(1)災害に強い庁舎整備の必要性 

津波被災地域では、消防防災の拠点である消防

署所でありながら一般の家屋と同様に被害を受け

ている。堅牢な建物を整備することは無論である

が、それにも限界があることから、今後は津波に

限らず地形的に自然災害に強い場所への庁舎設置

が求められる。 

(2)接道機能の確保 

堅牢な建物は、地震動に対しては一定の効果が

見られたが、津波被害を受けた多くの署所では、

建物と敷地、用水路、接道部分の境界等に段差が

生じており、その場合の対策を考慮する必要があ

る。 

(3)仮庁舎の整備と安全性確保 

消防庁舎が被災し、仮庁舎に移転しているが、

移転先の建物で天井の落下危険があるなど安全が

確保されていない例があった。 

他の建物に移転する場合は、建物の強度等を考

慮の上移転する必要がある。 

(4)出場指令の伝達手段の確保 

本部指令室から各署所への出場指令は、多くが

NTT 回線を利用した消防専用回線及び消防無線

受令機で行っているが、回線不通時は、車載無線

機、携帯電話、衛星携帯電話などで代替していた。 

また、庁舎が被災し、町役場の庁舎の一角に常

駐の場合は、町役場を介して出場指令を受け取る

場合もあった。 

固定(常置)式や可搬式消防無線を装備している

ところもあったが、車載無線機又は携帯無線機し

かない署所もあり、携帯電話が輻韓又は不通の場

合は、指令伝達に支障が生じた例もあった。署所

に固定(常置)式又は可搬式の消防無線装置を配置

する必要がある。 

(5)非番参集者の受け入れ態勢の確保 

調査対象となった各消防本部では、勤務者はさ

ほど遠隔居住ではないため、早期に非番参集が可

能であった模様だが、長期間非番者が常駐するた

めの居住空間が確保されていないため、活動に支

障を生じた例が少なくなかった。 

今後の庁舎整備にあたっては非番者が参集した

ときの居住空間の確保、及びこれに付随する備蓄

等による食料の確保について検討しておくことが

必要である。 

 



- 52 - 
消防科学と情報 

(6)非常用電源の確保 

非常用電源として、署所の多くは非常用発電機

を備えていた。固定設備を設置しているところと、

携帯用発電機にポリ容器を用い給油しているとこ

ろがあった。 

調査時には、①非常用発電設備が水没したと見

られる署所があった、②予め契約していたガソリ

ンスタンドも被災したため燃料の供給を受けられ

なかった、③自動立ち上がりでないため、切り替

えに若干の時間を要した、④照明など庁舎内の一

部への供給に限られた、⑤老朽化しており騒音が

ひどく苦情の元になった、などの課題があった。 

今後は、非常用電源の確保を長時間可能にする

対策や、優先して電源を供給すべき設備など見直

しが必要である。 

(7)車両等燃料の確保 

消防車両の燃料は、通常契約のガソリンスタン

ドが供給不能になったため確保困難になった例が

少なくなかった。緊急車両は優先的に給油を受け

たり、他機関から補給されたりしたところもあっ

た。自家給油施設の設置等、事前に少しでも多く

の手段を講じておき、発災時には車両等の燃料確

保に努めることが必要である。 

(8)被災者対策 

署所近辺に流れ着いた住民を救助収容した署所

もあったが、消防署所は被災者を収容することは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前提としていないため、衣類や寝具等の用意がな

く不都合があった。今後は防災備蓄倉庫の活用や

消防署所への併設等を考慮し、被災者対策につい

て検討しておく必要がある。 

(9)舟艇の配置 

海岸線を管轄に持ちながら、救助のための舟艇

が配置されていない署所があった。そのため、個

人の物を借用せざるを得ないなど、充分な活動が

できなかった。今後、河川や海岸線を管轄する署

所では舟艇を整備することが必要である。 

 

 

おわりに 

このたびの津波被害では、消防施設も大きな被

害を受け、多くの職団員が津波の犠牲になってい

る。想像の域をはるかに超えるこのような災害現

場において昼夜を分かたず活動された消防職団員

及び関係機関には深く尊敬の意を表したい。 

調査を通じて、消防庁舎が健在であることは、

住民の心身に与える安心にとても大きく寄与して

いると感じられた。 

消防庁舎は常に機能を維持することが重要であ

る。今後は、先に述べたような課題について対策

を講じることで、津波など自然災害に強い庁舎の

設置・整備が望まれるところである。 

 

 

 

 

 


